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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第75期

第３四半期
連結累計期間

第76期
第３四半期
連結累計期間

第75期

会計期間
自2021年４月１日
至2021年12月31日

自2022年４月１日
至2022年12月31日

自2021年４月１日
至2022年３月31日

売上高 （千円） 6,298,894 7,354,847 8,617,471

経常利益 （千円） 537,968 738,310 687,407

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（千円） 384,288 586,715 486,020

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 398,535 624,170 520,639

純資産額 （千円） 6,130,278 6,819,441 6,252,382

総資産額 （千円） 9,193,276 10,730,278 9,647,880

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 243.05 371.08 307.40

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 66.3 63.1 64.4

 

回次
第75期

第３四半期
連結会計期間

第76期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自2021年10月１日
至2021年12月31日

自2022年10月１日
至2022年12月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 76.62 77.89

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

（１）財政状態及び経営成績の状況

 当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の拡大防止策を講じる中で、各種

政策の効果や海外経済の改善により、持ち直しの動きが続くことが期待された一方、金融資本市場の変動等のリス

クがあるなど、先行きの見通せない不透明な状況で推移しました。

 このような状況の中にあって当社グループは、営業部門におきましては、営業活動の効率化と高度化を推進し、

売上拡大に鋭意努力してまいりました。

 生産工場及び工事工場におきましては、安全第一のもと、技術の伝承を進めると共に品質の向上や作業の効率化

を推し進めてまいりました。

 研究開発などの技術部門におきましては、新技術、新製品、新装置の開発ならびに既存技術の向上に取り組んで

まいりました。

 また、海外子会社におきましては、販売体制の強化を進めてまいりました。

　その結果、当第３四半期連結会計期間末の財政状態及び当第３四半期連結累計期間の経営成績は、以下のとおり

となりました。

 

①財政状態

　当第３四半期連結会計期間末における資産合計は、10,730百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,082百万円

増加しました。これは、現金及び預金296百万円の減少がありましたが、商品及び製品190百万円、受取手形、売掛

金及び契約資産385百万円、有形固定資産827百万円の増加が主な要因です。

　当第３四半期連結会計期間末における負債合計は、3,910百万円となり、前連結会計年度末に比べ515百万円増加

しました。これは、短期借入金130百万円、未払法人税等104百万円、賞与引当金100百万円の減少がありました

が、長期借入金612百万円の増加が主な要因です。

　当第３四半期連結会計期間末における純資産合計は、6,819百万円となり、前連結会計年度末に比べ567百万円増

加しました。これは、利益剰余金529百万円の増加が主な要因です。

　この結果、自己資本比率は63.1％（前連結会計年度末は64.4％）となりました。

 

②経営成績

　当第３四半期連結累計期間の売上高は7,354百万円（前年同四半期比16.8％増）となりました。損益面におきま

しては、営業利益は724百万円（同52.8％増）、経常利益は738百万円（同37.2％増）、親会社株主に帰属する四半

期純利益は586百万円（同52.7％増）となりました。

 

　セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

 

　工事施工は、積極的な提案型営業と高度技術の提供、徹底したコスト削減の実行により、受注拡大に努めました

結果、トッププレート工事、電力関連現地機械加工工事の受注は減少しましたが、粉砕ミル工事、連続鋳造ロール

肉盛工事、鉄鋼関連の保全工事の受注が増加したことにより、売上高は5,387百万円（前年同四半期比15.3％増）、

セグメント利益は935百万円（同34.3％増）となりました。

　溶接材料は、直販体制の優位性を活かし、新規顧客の開拓と既存顧客の更なる深耕による販売力強化に努めまし

た結果、当社の主力でありますフラックス入りワイヤなどの製品の売上高は369百万円（前年同四半期比0.5％減）

となりましたが、商品のアーク溶接棒、ＴＩＧ・ＭＩＧなどの溶接材料の売上高は634百万円（同15.3％増）とな

り、溶接材料の合計売上高は1,003百万円（同8.9％増）、セグメント利益は150百万円（同14.0％増）となりまし

た。

　環境関連装置は、アルミインゴットの省エネ型加熱装置、自動車産業用粗材冷却装置の受注が増加したことによ

り、売上高は539百万円（前年同四半期比87.1％増）、セグメント利益は57百万円（同63.1％増）となりました。

　その他は、自動車関連のアルミダイカストマシーン用部品の受注が増加したことにより、売上高は424百万円（前

年同四半期比2.2％増）、セグメント利益は24百万円（同40.2％増）となりました。
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（２）経営方針・経営戦略等

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

（３）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、42百万円であります。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

（４）主要な設備

　前連結会計年度末において計画中であった主要な設備の新設、除売却等について、当第３四半期連結累計期間に

著しい変更があったものは、次のとおりであります。

① 新設

事業所名

（所在地）

セグメント

の名称
設備の内容

投資予定金額

資金調達方法

着手及び完了予定年月
完成後の

増加能力
総額

(千円)

既支払額

(千円)
着手 完了

加古川本社工場

（兵庫県加古川市）

工事施工

溶接材料

その他

統括業務施設、

溶接材料生産設備

及び研究開発設備

2,329,200 763,746
自己資金

及び借入金
2022年８月 2023年10月

生産能力

約30％増加

 

② 除売却等

　名古屋駐車場（土地）の売却は、2022年４月に完了いたしました。

 

３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 5,208,000

計 5,208,000

 
②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2022年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2023年２月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 1,602,000 1,602,000
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数
100株

計 1,602,000 1,602,000 ― ―

 
（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2022年10月１日～
2022年12月31日

― 1,602,000 ― 484,812 ― 394,812

 
（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2022年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 20,900

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,580,300 15,803 －

単元未満株式 普通株式 800 － －

発行済株式総数  1,602,000 － －

総株主の議決権  － 15,803 －
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②【自己株式等】

    2022年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

特殊電極株式会社

兵庫県尼崎市

昭和通二丁目

２番27号

20,900 - 20,900 1.30

計 － 20,900 - 20,900 1.30

（注）株主名簿上は当社名義株式が20,996株あり、当該株式のうち96株は上記「発行済株式」の「単元未満株式」欄に含

めております。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2022年10月１日から

2022年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

EDINET提出書類

特殊電極株式会社(E01464)

四半期報告書

 7/17



１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,356,374 3,059,513

受取手形、売掛金及び契約資産 3,030,428 3,415,594

電子記録債権 484,116 516,935

商品及び製品 563,444 753,748

半成工事 179,011 123,599

原材料及び貯蔵品 89,636 103,833

その他 71,376 59,161

貸倒引当金 △22,680 △23,460

流動資産合計 7,751,708 8,008,926

固定資産   

有形固定資産 1,431,459 2,258,737

無形固定資産 26,290 29,094

投資その他の資産 438,422 433,520

固定資産合計 1,896,172 2,721,352

資産合計 9,647,880 10,730,278

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,847,176 1,919,825

短期借入金 130,000 －

１年内返済予定の長期借入金 － 70,200

未払法人税等 217,019 112,470

賞与引当金 253,994 153,000

工事損失引当金 4,985 4,968

その他 223,843 355,183

流動負債合計 2,677,017 2,615,647

固定負債   

長期借入金 － 612,250

退職給付に係る負債 597,033 620,485

その他 121,445 62,453

固定負債合計 718,479 1,295,188

負債合計 3,395,497 3,910,836

純資産の部   

株主資本   

資本金 484,812 484,812

資本剰余金 394,812 394,812

利益剰余金 5,371,280 5,901,076

自己株式 △40,273 △40,465

株主資本合計 6,210,631 6,740,235

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 39,207 60,813

為替換算調整勘定 5,856 5,666

退職給付に係る調整累計額 △42,508 △34,376

その他の包括利益累計額合計 2,554 32,103

非支配株主持分 39,196 47,103

純資産合計 6,252,382 6,819,441

負債純資産合計 9,647,880 10,730,278
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間

(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日)

売上高 6,298,894 7,354,847

売上原価 4,497,877 5,211,169

売上総利益 1,801,017 2,143,678

販売費及び一般管理費 1,326,899 1,419,296

営業利益 474,117 724,381

営業外収益   

受取利息 308 298

受取配当金 3,160 4,944

スクラップ売却益 4,047 4,133

雇用調整助成金 49,577 －

その他 9,193 5,704

営業外収益合計 66,287 15,082

営業外費用   

支払利息 200 1,086

為替差損 1,567 －

その他 668 66

営業外費用合計 2,436 1,153

経常利益 537,968 738,310

特別利益   

固定資産売却益 299 ※ 113,364

特別利益合計 299 113,364

特別損失   

固定資産除却損 149 126

特別損失合計 149 126

税金等調整前四半期純利益 538,119 851,548

法人税、住民税及び事業税 147,851 233,056

法人税等調整額 2,907 23,711

法人税等合計 150,758 256,768

四半期純利益 387,360 594,780

非支配株主に帰属する四半期純利益 3,071 8,064

親会社株主に帰属する四半期純利益 384,288 586,715
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間

(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日)

四半期純利益 387,360 594,780

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △448 21,606

為替換算調整勘定 3,483 △347

退職給付に係る調整額 8,140 8,132

その他の包括利益合計 11,175 29,390

四半期包括利益 398,535 624,170

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 393,762 616,263

非支配株主に係る四半期包括利益 4,773 7,907
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【注記事項】

（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症の影響）

新型コロナウイルス感染症の影響については、今後の広がり方や収束時期等を正確に予測することは困難な状

況にありますが、2023年３月期末には一定の影響が残るものと仮定し、固定資産の減損会計及び繰延税金資産の

回収可能性等の会計上の見積りを行っております。

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　固定資産売却益

当連結会計年度（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

名古屋駐車場（土地）の売却に伴い発生した固定資産売却益であります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年12月31日）

減価償却費 77,320千円 81,543千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自2021年４月１日 至2021年12月31日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月25日

定時株主総会
普通株式 28,459 18.0 2021年３月31日 2021年６月28日 利益剰余金

2021年10月29日

取締役会
普通株式 28,459 18.0 2021年９月30日 2021年12月８日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自2022年４月１日 至2022年12月31日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月24日

定時株主総会
普通株式 28,459 18.0 2022年３月31日 2022年６月27日 利益剰余金

2022年10月27日

取締役会
普通株式 28,459 18.0 2022年９月30日 2022年12月７日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自2021年４月１日 至2021年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

       （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 工事施工 溶接材料 環境関連装置 計

売上高         

一時点で移転

される財

（注）４

3,656,539 921,208 147,618 4,725,366 415,461 5,140,828 － 5,140,828

一定の期間に

わたり移転

される財

1,017,175 － 140,890 1,158,065 － 1,158,065 － 1,158,065

顧客との契約

から生じる収益
4,673,714 921,208 288,508 5,883,432 415,461 6,298,894 － 6,298,894

その他の収益 － － － － － － － －

外部顧客への

売上高
4,673,714 921,208 288,508 5,883,432 415,461 6,298,894 － 6,298,894

セグメント間の

振替高
－ 234,490 － 234,490 22,060 256,551 △256,551 －

計 4,673,714 1,155,699 288,508 6,117,923 437,522 6,555,445 △256,551 6,298,894

セグメント利益 696,189 131,777 35,435 863,402 17,691 881,094 △406,976 474,117

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、主に自動車産業向けのアルミ

ダイカストマシーン用部品の販売であります。

２．セグメント利益の調整額△406,976千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用（主に報告セグメ

ントに帰属しない一般管理費及び技術試験費）であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

４．契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短いため、代

替的な取扱いを適用し、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識している工事契約を含んでおりま

す。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自2022年４月１日 至2022年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

       （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 工事施工 溶接材料 環境関連装置 計

売上高         

一時点で移転

される財

（注）４

3,924,399 1,003,537 113,220 5,041,157 424,433 5,465,591 － 5,465,591

一定の期間に

わたり移転

される財

1,462,623 － 426,632 1,889,256 － 1,889,256 － 1,889,256

顧客との契約

から生じる収益
5,387,023 1,003,537 539,852 6,930,413 424,433 7,354,847 － 7,354,847

その他の収益 － － － － － － － －

外部顧客への

売上高
5,387,023 1,003,537 539,852 6,930,413 424,433 7,354,847 － 7,354,847

セグメント間の

振替高
－ 289,493 － 289,493 30,215 319,708 △319,708 －

計 5,387,023 1,293,031 539,852 7,219,907 454,649 7,674,556 △319,708 7,354,847

セグメント利益 935,300 150,213 57,791 1,143,305 24,809 1,168,115 △443,733 724,381

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、主に自動車産業向けのアルミ

ダイカストマシーン用部品の販売であります。

２．セグメント利益の調整額△443,733千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用（主に報告セグメ

ントに帰属しない一般管理費及び技術試験費）であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

４．契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短いため、代

替的な取扱いを適用し、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識している工事契約を含んでおりま

す。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日

至　2021年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年12月31日）

　１株当たり四半期純利益 243円05銭 371円08銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 384,288 586,715

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益（千円）
384,288 586,715

普通株式の期中平均株式数（株） 1,581,094 1,581,088

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

2022年10月27日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………28,459千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………18円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2022年12月７日

（注）2022年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いました。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

  2023年2月10日

特　殊　電　極　株　式　会　社   

取　 締　 役　 会　　 御　 中   

 

 有限責任監査法人ト　ー　マ　ツ  

 神 　戸　 事　 務　 所  

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 岡　本　健　一　郎

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 中　 田　　信　 之

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている特殊電極株式会社

の2022年4月1日から2023年3月31日までの連結会計年度の第3四半期連結会計期間（2022年10月1日から2022年12月31日ま

で）及び第3四半期連結累計期間（2022年4月1日から2022年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半

期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、特殊電極株式会社及び連結子会社の2022年12月31日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第3四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点

において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

　（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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